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類型 Ⅴ－１ 地方公共
団体コ－ド 083640 面積 325.78 ｋ㎡

＜行政組織＞ ＜概要＞

①長等（平成２３年５月１日現在） ①沿革

長
ましこ　ひであき 任 期 平成27年1月11日

昭和30年3月31日　合併
大子町　依上村　佐原村　黒沢村　宮川村
生瀬村　袋田村　上小川村　下小川村の一部益子　英明

就任回数 1 期目58 歳）

副町長 成井　重美

②議会（平成２３年５月１日現在） ②地勢・風土等

議　　　　長 藤田　健 副議長 仲野　廣 　県の北西部に位置し，北は八溝山系を境に福島県，西は
栃木県に接し，やや南北に長いおおむね菱形をした広大な
町で，その約70%以上は山岳地で特に八溝山系は，スギ，ヒ
ノキ等の針葉樹に適し豊富な山林資源を有し，そのあいまを
ぬって大小の河川が数多く，特に水源を福島県に発する久
慈川が町の中央部を縦断して流れ，大自然の景勝に恵まれ
た山紫水明の観光，温泉郷の地である。

15 人任　　　　期 平成24年3月30日 条例定数 15 人 現議員数

党　派　別 公明1人，共産1人，無所属13人

③職員数（平成２２年４月１日現在） （人）

全職員数 普通会計関係
公営事業
会計関係うち一般行政関係

288 253 184 35 ③人口・世帯数

一般行政職の
平均給料月額 3,457 百円

ラスパイ
レス指数

98.1
地域手当
補正後

ラス指数
98.1 区分

国勢調査 常住人口

平成12年 平成17年 平成22年(速報値） （平成23年4月１日）

全職員数
の  推  移

平成１９年４月１日 平成２０年４月１日 平成２１年４月１日

人
口

男 11,713 10,743 － －

7,109

315 303 293
女 12,269 11,360 － －

④機構図（平成２３年４月１日現在）
合計 23,982 22,103 20,041 19,826〈議会〉

議会事務局－総務グループ
〈町長〉　　　－〈副町長〉
総   務   課－総務グループ
企画観光課－企画室，観光商工グループ
                   （大子温泉保養センター，大子町観光物産館，
                     森林の温泉ポケットパーク，福寿荘，やみぞ）
財 　政　 課－財政グループ，契約管財グループ
税   務   課－町税グループ，収納対策室
農   林   課－農林グループ（黒沢女性・若者等活動促進センター，
                   奥久慈茶の里公園，宮川自然休養村センター，
                   依上農村環境改善センター），地籍グループ，
                   農業委員会事務局
建   設   課－建設グループ（大子広域公園）
福　 祉 　課－社会福祉グループ，（文化福祉会館）
                   高齢介護グループ（佐原ふれあいセンター），
                   各保育所（頃藤，小生瀬，池田，西）
健康増進課－健康増進グループ（保健センター），
                   包括支援グループ（包括支援センター）

環　 境 　課－衛生センター，環境センター
町   民   課－町民グループ(斎場），国保年金室
〈会計管理者〉－
会   計   課－会計グループ
〈消防本部〉
消   防   課
警　 防 　課
消   防   署－第１中隊，第２中隊
〈水道事業〉
水   道   課－水道グループ（大子浄水場）
〈教育委員会〉－　〈教育長〉　－
学校教育課－学校教育グループ（小学校，中学校，学校給食センター，
                    幼稚園，教育支援センター）
生涯学習課－生涯学習グループ（リフレッシュセンター），中央公民館，
                  各コミュニティセンター （生瀬・袋田・上小川・下小川）
　
〈行政委員会〉
農業委員会，選挙管理委員会，監査委員，公平委員会，
固定資産評価審査委員会

世帯数 7,499 7,356 7,144

④有権者数（平成23年3月2日現在） ⑤老齢人口割合 （Ｈ23.3.31住基人口）

有権者数
男 女 計 老齢人口割合

8,716 9,133 17,849 35.5 ％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成２０年度）

市町村内総生産 617 億円 就業者１人当り 6,847 千円

住民所得 405 億円 人口１人当り 1,952 千円

②産業構造 (百万円・人）

区分 総生産額（平成２０年度） 就業人口（平成１７年国調）

第１次 2,334 3.8 ％ 2,042 18.4 ％

第２次 25,978 42.1 ％ 3,671 33.1 ％

第３次 34,593 56.1 ％ 5,355 48.3 ％

総額・総数 61,699 － 11,092 －

③農業・工業・商業 （人・百万円）

農業
（平成22年2月1日）

農家数 農業就業人口
うち専業農家数

2,373 308 1,832

製造業
（平成21年12月31日）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等

（H21.1.1～12.31）

61 1,221 31,372

卸・小売業
（平成19年6月1日）

商店数 従業者数
年間販売額 

（H18.4.1～19.3.31）

391 1,510 19,911

米，茶，こんにゃく，りんご，鮎，奥久慈しゃも，奥久慈ゆば

④特産物



＜財政状況＞

①決算収支 （千円・％） ④市町村税の状況（平成２１年度） （千円・％）

区分 平成２０年度決算 平成２１年度決算 増減率
区分 調定額 収入額 徴収率

歳　　入 9,884,526 10,396,196 5.2

歳　　出 8,974,101 9,802,326 9.2
市町村民税・個人

（構成比）

672,966 614,969

（ 30.3 ） (
91.4

形式収支 910,425 593,870 - 34.5 ）

実質収支 551,711 464,870 -
市町村民税・法人

（構成比）

103,456 99,510

（ 4.7 ）

251,517

96.2
単年度収支 184,812 △ 86,841

実質単年度収支 -
固定資産税
（構成比）

( 5.6 ）-

879,330
70.6

56.1 ） ( 49.3（

1,245,616216,805

）

②主な歳入・歳出（平成２１年度） （百万円・％） 市町村税合計
（国保除く） 2,219,224 1,784,267 80.4

区　　分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳　　　入

地方税

10,396 － 512 5.2 ＜公共施設整備状況＞（平成２１年度）

1,784 17.2 △ 79 △ 4.2 小学校 8 校 プ－ル 0 か所

地方交付税 3,667 35.3 △ 23 △ 0.6 中学校 5 校 児童館 0 か所

国庫支出金 905 8.7 152 20.2 幼稚園 1 園 老人福祉施設 2 か所

地方債 1,073 10.3 357 49.8 保育所 5 か所 病院・診療所 8 か所

うち臨財債 360 3.5 － － 図書館 0 か所 道路改良率 39.28 ％

その他 2,967 28.5 － － 公営住宅 204 戸 道路舗装率 63.95 ％

うち繰入金 50 0.5 － － 公民館等 11 か所 上水道等普及率 99.30 ％

歳　　　出 9,802 － 828 9.2 体育館 2 か所 排水等処理率 36.12 ％

義務的経費 4,559 46.5

公債費 1,380

△ 214 △ 4.5

24.9
＜主要施策等＞

人件費 2,440 △ 119 △ 4.7
①主要施策実施状況

44 6.3
（百万円）

扶助費 739 7.5
名　　称 期間 内　　　容

概　 算
事業費14.1 △ 139 △ 9.1

投資的経費 1,907 19.5 － －

普通建設事業費 1,907 19.5 556 41.2

うち補助 1,006 10.3 672 201.5
妊産婦及び乳児
健康診査委託事
業

H21
～

出産にかかる経費の軽減，妊婦健診等
の受信を促すため，妊婦が行なう健診，
標準14回分と産後１ヵ月健診及び乳児健
診３回分の経費を全額町が負担する。

14

地域人材育成事業 H23
町内の企業等が未就職卒業者を雇用
し，人材の育成を行う委託事業 23

うち単独 840 8.6 △ 87 △ 9.4

その他の経費 3,336 34.0 － －

うち繰出金 879 9.0 － －
移動通信用鉄塔
施設整備事業

H17
～

携帯電話の不感地域における通信用
鉄塔の整備
大字槙野地百合平地区
大字栃原新田地区
大字大生瀬三ヶ掛地区

廃棄物処理施設
整備計画策定業
務

H22
～

環境センターの施設整備計画の策定
及び生活環境影響調査

33

③主要指標（平成２１年度）

10＜健全化判断基準＞

実質赤字比率 － ％ ( 14.41 )

連結実質赤字比率 － ％ ( 19.41 )
浄化槽整備事業

H18
～

合併浄化槽設置及び維持管理 74実質公債費比率 13.5 ％ (25.0) [12.0]

将来負担比率 113.5 ％ (350.0) [86.6]
②今後の主要課題・特色ある行政等

＜普通会計に関する主な指標＞
＜主要課題＞
　・行政改革，財政健全化施策の推進
　・企業誘致の推進
　・徴税の強化
　・観光レクリエーション拠点の整備・充実
　・中心市街地の活性化対策
　・少子化対策の推進
　・高齢者対策の推進
　・農林業の振興

＜特色ある行政＞
　・花と緑と若者の住むまちづくり
　・都市農村交流
　・都市住民の移住及び二地域居住施策の推進
　・大学との連携によるまちづくり

財政力指数（平成２０年度～平成２２年度） 0.332 [0.750]

経常収支比率 89.2 ％ [90.0]

標準財政規模（平成２２年度） 6,291 百万円 [15,042]

地方債現在高（A) 8,815 百万円 [21,892]

債務負担行為支出予定額（B) 672 百万円 [2,972]

積立金現在高（C) 1,204

※1　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

百万円 [4,557]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 8,283 百万円 [20,307]


